登録喀痰吸引等（特定行為）事業者の登録申請方法について
１ 登録喀痰吸引等（特定行為）事業者の登録について

○喀痰吸引等の業務を行うためには、県の登録を受けた登録事業者であることが必要

です。
　◆登録喀痰吸引等事業者

　 喀痰吸引等の業務を行う者が、介護福祉士資格の指定登録機関である公益財団法人社会福祉振興・試験センターに実地研修を修了した行為を登録した介護福祉士である事業者
　◆登録特定行為事業者
　 喀痰吸引等の業務を行う者が、認定特定行為業務従事者である事業者
　【事業者の登録基準】（法第４８条の５）

　（１）医療関係者との連携に関する基準

　　　・医師の文書による指示、対象者の心身の状況に関する情報共有

　　　・喀痰吸引等の実施内容に関する計画書、報告書の作成等

　（２）安全適正に関する基準

　　　・安全確保のための体制の確保（安全委員会等）、感染症予防措置、秘密保持等
２ 手続きの流れ

※登録特定行為事業者の場合のみ

①認定特定行為業務従事者として必要な研修を修了後、

認定特定行為業務従事者認定証の交付申請を県に行い、認定証の発行を受けて
ください。


②登録喀痰吸引等（特定行為）事業者（以下「事業者」という）の登録に必要な書類　　　　　　
を事業所ごと※１に県に提出（原則、郵送） してください。
※１ 同一所在地内に複数の事業所を抱える事業者の場合についても、事業所

ごとに申請を行ってください。（併設のショートステイ事業所等）

○「公益財団法人社会福祉振興・試験センターに実地研修を修了した行為を登録した　　介護福祉士登録証」（以下「介護福祉士登録証」という）又は「認定特定行為業務従事者認定証」（以下「認定証」という）の交付を受けている者がいる場合は、すみやかに「介護福祉士登録証」又は「認定証」を提出してください。
○ 登録日は「介護福祉士登録証」又は「認定証」の交付日以降の日付になります。


③ 事業者としての登録

○ 県から事業所あてに登録番号通知書を発送します。
３ 必要書類及び留意事項
１ 登録喀痰吸引等（特定行為）事業者登録申請書 （様式１－１）

【添付書類】○ 設置者に関する書類

① 設置者が法人である場合

イ） 法人の定款又は寄付行為

ロ） 登記事項証明書（省令第26 条の２第１項関係）

② 申請者が個人である場合・・・住民票（省令第26 条の２第２項関係）

２ 介護福祉士・認定特定行為業務従事者 名簿 （様式１－２）
３ 社会福祉士及び介護福祉士法第48 条の４各号の規定に該当しない旨の誓約書

（様式１－３）
４ 登録喀痰吸引等（特定行為）事業者登録適合書類 （様式１－４）

〇登録喀痰吸引等（特定行為）事業者登録適合書類チェックリスト
を参考にしてください。
〇適合要件を満たした喀痰吸引等業務方法書（マニュアル）等を作成し、添付
してください。〔喀痰吸引等業務方法書（参考例）を活用してください。〕
　　 〇「介護福祉士への実地研修実施方法が規定されていること」については、以下の　　点に留意してください。※（登録喀痰吸引等事業者の場合のみ）

＜規定する内容＞

・実地研修実施体制の確保について
当該研修の担当責任者のほか、研修講師その他の関係者により実地研修実施体制を構成し、研
修実施、研修評価、研修事務等を行なうための検討と実施に関する責任を担うものであること。
・研修計画の策定について
研修受講者、研修講師双方の当該研修以外の業務に支障がないよう配慮を行うよう努めるこ
と。
・研修教材について
実地研修評価表などが作成されていること。
・研修講師について
連携協力機関等の外部機関の研修講師を活用する場合には、研修講師所属機関等への配慮、研
修講師及び研修受講者の個人情報の徹底などに留意すること。
※実地研修講師としては、指導看護師が望ましい
・損害賠償保険制度加入について
・審査方法等について
登録研修機関と同程度以上の審査を実施すること。
　
５　登録喀痰吸引等事業者の場合：介護福祉士登録証の写し

登録特定認定行為事業者の場合：認定証の写し　

　　　　　
